
Newsletter
弁護士法人ALG&Associates ニューズレター

ALG& Associates

Xは、Y社に登録型派遣添乗員として雇用され、主催旅行会社であるA社に添乗員として派遣され、A社が主催する海外への
募集型企画旅行の添乗業務（以下「本件添乗業務」といいます。）に従事していました。募集型企画旅行は、主催旅行会社（本
件では、A社）が企画・宣伝等を行い、参加者が集まり、ツアーの催行が決定すると、ランドオペレーター（手配会社）に対し
て、現地手配を依頼し、ランドオペレーターが、ホテル、バス等の手配状況や予定時間等が記載されたアイテナリー（行程表）
を作成し、現地手配を行うというものでした。Xは、このアイテナリーに沿って、添乗業務を行う必要があり、ツアー中は貸与
された携帯電話の電源を常に入れておくようにA社から指示を受けており、ツアー終了後には、ツアー内容につき詳細に記載し
た添乗日報やツアー参加者に配布・回収したアンケートをA社に提出することとなっていました。また、ツアーの旅行日程につ
いて、変更補償金の支払など契約上の問題が生じうる変更や、クレームの対象となるおそれのある変更を行うような場合には、
A社の担当者に報告し、指示を受けることが求められていました。

Xは、本件添乗業務につき、未払いの時間外割増賃金等があるとして、Y社に対し、その支払を求めたところ、第一審は、本
件添乗業務には事業場外労働のみなし制の適用があるとしたうえで、未払時間外割増賃金の一部認容しました（東京地判平成
22年7月2日）。そこで、X及びY社がそれぞれ敗訴部分を不服として控訴したところ、第二審は、本件添乗業務には事業場外
労働のみなし制の適用がないとして、第一審を変更して、請求を増額認定したため（東京高判平成24年3月7日）、Y社がこれ
を不服として上告しました。
本件の争点は、本件添乗業務につき、労働基準法38条の2第1項にいう「労働時間を算定し難いとき」にあたるかどうかです。

最高裁は次のように述べ、本件添乗業務につき、労働基準法38条の2第1項にいう「労働時間を算定し難いとき」にあたると
はいえないとして、事業場外労働のみなし制の適用を否定しました（確定）。
まず、本件添乗業務の性質や内容について、A社とツアー参加者との間の契約内容において、ツアーの日時や目的地等を明ら

かにして、ツアーの旅行日程が定められていたところ、Xは、その旅行日程につき、変更補償金の支払など契約上の問題が生じ
得る変更等が起こらないように旅程の管理等を行うことが求められていることから、本件添乗業務は、業務の内容があらかじめ
具体的に確定されており、添乗員が自ら決定できる事項の範囲及びその決定に係る選択の幅は限られているものと判示しました。
そして、A社による具体的な指揮監督について、①ツアーの開始前には、A社は、添乗員に対し、A社とツアー参加者との間

の契約内容等を記載したパンフレットや最終日程表及びこれに沿った手配状況を示したアイテナリーにより具体的な目的地等を
示すとともに、添乗員用のマニュアルにより具体的な業務の内容を示し、これらに従った業務を行うことを命じていること、
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本件は、Y県立A高校に雇用されていたXが酒気帯び運転及びその不申告を原因としてなされた免職処分及び退職
手当等全額不支給処分の有効性に関する紛争です。

XはA高校において39年間勤務し管理職を務めていたところ、有給休暇中、呼気1ℓ中0.54mgのアルコールが検
出されたため、酒気帯び運転（道路交通法65条1項違反）で検挙され、のちに起訴され罰金30万円に処された上に
免許取消処分を受けました。
しかし、Xは酒気帯び運転の事実等をA高校に告げなかったところ（以下、酒気帯び運転と不申告の事実を合わせ

て「本件非違行為」といいます。）、匿名の告発電話により本件非違行為がA高校の知るところになりました。
Yでは、交通事故が多発しており、飲酒運転撲滅に取り組んでいたところ、懲戒処分基準として「酒酔い運転の当

事者である教職員等は、免職とする」とし、「過去に交通事故等の報告義務を怠っていたことが判明した場合」や
「管理監督する立場にあるものである場合」等の特段の事情がある場合には過重又は軽減すると定めていました（以
下、「本件懲戒処分基準」といいます。）
そのため、Yは、本件非違行為をとらえ、「公務員としてさらには、職員を管理監督する立場にあるまじきもの」

として地方公務員法29条1項1号及び3号違反とし、本件懲戒処分基準により、免職としたことに加え、退職手当に
関する条例に基づき、退職金の全部を不支給とする処分を下しました。

Ⅱ 裁判所の判断
裁判所は下記のような理由を述べて、Yによる懲戒免職処分を有効とし、一方で退職金の不支給処分を無効として
取り消しました（注：括弧内は著者記載によります）。

(1) 懲戒免職処分について
裁判所は、まず、本件懲戒処分基準については「（飲酒運転に対する非難等が強まる等）社会的要請を考慮したも

のであ」って「原則として免職との厳罰をもって望む（ママ）ことは相応の根拠がある」としました。加えて、本件
懲戒処分がやや柔軟性を欠いた基準であることからすると、個別的事案においては、本件懲戒処分基準を機械的に適
用することが、裁量権の濫用となることもありうる」としました。
そのうえで、Xの酒気帯び運転は悪質であり、本件非違行為は社会からA高校に対する信用を損ね、Xが管理職で

あることから指導体制に悪影響を及ぼす等のことから、免職処分について、Yが裁量を逸脱濫用したものとまでいう
ことは困難であるとしました。

(2)退職金不支給について
裁判所は、退職金の法的性格について、
①勤続褒賞としての性格 ②賃金の後払いとしての性格 ③退職後の生活保障としての性格
以上の3つが結合した複合的性格を有するものとしました。
また、「免職処分に相当する非違行為を行った者については、当該非違行為により、勤続褒賞をするだけの公務貢

献がなかったとして、退職手当を全部不支給とする制度に合理性がないとはいえないものの、退職手当には賃金後払
いとしての性格や退職後の生活保障としての性格があることも否定できないことからすると、免職処分を受けて退職
したからといって直ちに退職手当の全額の支給制限が正当化されるものとはいえない」としました。
そして、退職金不支給については、本件非違行為の悪質さは認めながら、「Xは既に59歳となっていて再就職には

相当の困難が予想され、要介護状態にある両親を抱え、多額の負債もあることなどから、退職手当の支給なしには退
職後の生活に困難を生じること」といった③等の事情から「本件非違行為がXの長年の勤続の功績を全て抹消する
ほどの重大な非違行為であるとも、賃金の後払いとしての性格や退職後の生活保障の性格をすべて否定すべきものと
まではいえない」として、処分を取り消しました

Ⅲ 本判決から見る退職金不支給の判断基準
本判決において押さえておくべきポイントは、懲戒処分としての免職処分の有効性を肯定する一方で、退職金不支

給という処分を取り消した点です。このようにその判断が異なる傾向は、一般企業における懲戒解雇と退職金不支給
との関係にも当てはまりますが、懲戒解雇の有効性と退職金不支給の有効性に違いが生じる理由としては、退職金の
法的性格に遡ってその有効性が検討されることが理由として考えられます。
すなわち、退職金には①勤続褒賞としての性格だけではなく②賃金の後払いとしての性格や③退職後の生活保障と

しての性格がある以上、退職金を不支給にするためには、このような複合的な性格を全て否定する程度に、従業員等
の非違行為に極めて高い「背信性」が要求される傾向にあることが理由として考えられます。そのため、懲戒解雇が
有効と判断されたとしても、退職金の不支給については、別途、退職金の複合的な性格を全て否定するような「背信
性」があるか否かが判断され、その結果、無効と判断される可能性もあるため、注意が必要です。

本判決においても、免職処分の有効性判断においては、本件酒気帯び運転のような飲酒運転は、公務員に対する社
会的信用を失墜させる非違行為として、原則として免職との厳罰をもって臨むことには相応の根拠があるとする一方
で、退職金不支給処分の有効性判断においては、本件酒気帯び運転に伴う交通事故等は発生しておらず、交通法規違
反の事案としてはその悪質性がきわめて高いとまではいえず、退職金が有する複合的な性格を全て否定するような非
違行為とまではいえないとしています。このように退職金不支給については、その複合的な性格に遡って判断して
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（主たる事務所：東京弁護士会所属）
東京本部 〒163-1128  東京都新宿区西新宿6-22-1 新宿スクエアタワー 28F　　【連絡先】TEL.03-4577-0757　FAX.03-5909-2454
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本判決は、海外旅行の添乗員について、いわゆる事業場外労働のみなし制の適用を否定したものです。
事業場外労働のみなし制については、単に労働者が事業場外において業務に従事しているだけではなく、「労働時間が算定し
難いこと」が必要とされています。本判決は、本件添乗業務が「労働時間が算定し難いこと」に該当するかという点について、
本件添乗業務は、業務の内容があらかじめ具体的に確定されており、添乗員の裁量が小さいことを認定した上で、裁量による変
更可能性がほとんどない最終日程表が確定しており、業務遂行中でも携帯電話において適宜指示命令することが可能で、さら
に、最終日程表に基づき行った添乗業務について添乗日報により詳細かつ正確に報告されるという状況が存在することから、X
に対し、A社による具体的な指揮監督が及んでおり、Xの労働時間を把握することが可能であるとして、事業場外労働のみなし
制の適用を否定したものであると考えられます。
本判決は、旅行添乗員についての事例判決ではありますが、旅行添乗員はもちろん、事業場外で活動することが多い営業職の
従業員に対して事業場外労働のみなし制を採用している企業にとっても、極めて大きな影響を及ぼすことが懸念されます。たと
えば、営業職の従業員について、①インターネット上のスケジュール管理システムによって従業員の業務管理を行い、従業員は
それに従い業務を遂行する必要があり、裁量がほとんどない、②営業中も業務用携帯によって常に連絡可能な状況にあり、必要
に応じて会社の指示を受ける、③営業の結果について、報告書等によって会社に報告を行う必要がある、といった業務管理を
行っている企業は、多数あるものと思われます。本判決における判断要素を踏まえると、このような場合、営業職の従業員に対
して、具体的な指揮命令が及んでおり、労働時間の把握が可能であるとして、事業場外労働のみなし制の適用を否定される可能
性があります。
営業職の従業員に対して事業場外労働のみなし制を採用している企業においては、従業員に対して具体的な指揮命令関係が及

んでいると判断されるおそれがないか、労働時間の把握が困難と言い得る労働環境かどうかといった点について再確認してみる
ことをお勧めします。万が一、事業場外で働いているとはいえ、従業員の業務があらかじめ定まっており、裁量もほとんどない
場合や、詳細かつ正確な報告から労働時間の把握が十分可能であるといった場合には、営業職の労働時間管理について抜本的な
見直しが必要となる可能性もありますので、リスク管理として、弁護士等の専門家へのご相談を検討されるとよいでしょう。
なお、旅行添乗員については、本判決（第2事件）以外にも、第1事件、第3事件が訴訟となっており（いずれも、東京高裁

で事業場外労働のみなし制の適用が否定されています。）、これらの事件に対する最高裁の判断にも注目する必要があるでしょう。

②ツアーの実施中においても、A社は、Xに対し、携帯電話を所持して常時電源を入れておき、ツアー参加者との間で契約上の
問題等が生じ得る旅行日程の変更が必要となる場合には、A社に報告して指示を受けることを求めていること、③ツアーの終了
後においては、A社は、Xに対し、旅程の管理等の状況を具体的に把握することができる添乗日報によって、業務の遂行の状況
等の詳細かつ正確な報告を求めているところ、その報告の内容については、ツアー参加者のアンケートを参照することや関係者
に問い合わせをすることができるものになっていることなどから、本件添乗業務については、これに従事する添乗員の勤務の状
況を具体的に把握することが困難であったとは認めがたく、労働基準法38条の2第1項にいう「労働時間を算定し難いとき」に
あたるとはいえないものと結論づけています。

本判決からみる実務における留意事項Ⅲ

本件は、Y県立A高校に雇用されていたXが酒気帯び運転及びその不申告を原因としてなされた免職処分及び退職
手当等全額不支給処分の有効性に関する紛争です。

XはA高校において39年間勤務し管理職を務めていたところ、有給休暇中、呼気1ℓ中0.54mgのアルコールが検
出されたため、酒気帯び運転（道路交通法65条1項違反）で検挙され、のちに起訴され罰金30万円に処された上に
免許取消処分を受けました。
しかし、Xは酒気帯び運転の事実等をA高校に告げなかったところ（以下、酒気帯び運転と不申告の事実を合わせ

て「本件非違行為」といいます。）、匿名の告発電話により本件非違行為がA高校の知るところになりました。
Yでは、交通事故が多発しており、飲酒運転撲滅に取り組んでいたところ、懲戒処分基準として「酒酔い運転の当

事者である教職員等は、免職とする」とし、「過去に交通事故等の報告義務を怠っていたことが判明した場合」や
「管理監督する立場にあるものである場合」等の特段の事情がある場合には過重又は軽減すると定めていました（以
下、「本件懲戒処分基準」といいます。）
そのため、Yは、本件非違行為をとらえ、「公務員としてさらには、職員を管理監督する立場にあるまじきもの」

として地方公務員法29条1項1号及び3号違反とし、本件懲戒処分基準により、免職としたことに加え、退職手当に
関する条例に基づき、退職金の全部を不支給とする処分を下しました。

Ⅱ 裁判所の判断
裁判所は下記のような理由を述べて、Yによる懲戒免職処分を有効とし、一方で退職金の不支給処分を無効として
取り消しました（注：括弧内は著者記載によります）。

(1) 懲戒免職処分について
裁判所は、まず、本件懲戒処分基準については「（飲酒運転に対する非難等が強まる等）社会的要請を考慮したも

のであ」って「原則として免職との厳罰をもって望む（ママ）ことは相応の根拠がある」としました。加えて、本件
懲戒処分がやや柔軟性を欠いた基準であることからすると、個別的事案においては、本件懲戒処分基準を機械的に適
用することが、裁量権の濫用となることもありうる」としました。
そのうえで、Xの酒気帯び運転は悪質であり、本件非違行為は社会からA高校に対する信用を損ね、Xが管理職で

あることから指導体制に悪影響を及ぼす等のことから、免職処分について、Yが裁量を逸脱濫用したものとまでいう
ことは困難であるとしました。

(2)退職金不支給について
裁判所は、退職金の法的性格について、
①勤続褒賞としての性格 ②賃金の後払いとしての性格 ③退職後の生活保障としての性格
以上の3つが結合した複合的性格を有するものとしました。
また、「免職処分に相当する非違行為を行った者については、当該非違行為により、勤続褒賞をするだけの公務貢

献がなかったとして、退職手当を全部不支給とする制度に合理性がないとはいえないものの、退職手当には賃金後払
いとしての性格や退職後の生活保障としての性格があることも否定できないことからすると、免職処分を受けて退職
したからといって直ちに退職手当の全額の支給制限が正当化されるものとはいえない」としました。
そして、退職金不支給については、本件非違行為の悪質さは認めながら、「Xは既に59歳となっていて再就職には

相当の困難が予想され、要介護状態にある両親を抱え、多額の負債もあることなどから、退職手当の支給なしには退
職後の生活に困難を生じること」といった③等の事情から「本件非違行為がXの長年の勤続の功績を全て抹消する
ほどの重大な非違行為であるとも、賃金の後払いとしての性格や退職後の生活保障の性格をすべて否定すべきものと
まではいえない」として、処分を取り消しました

Ⅲ 本判決から見る退職金不支給の判断基準
本判決において押さえておくべきポイントは、懲戒処分としての免職処分の有効性を肯定する一方で、退職金不支

給という処分を取り消した点です。このようにその判断が異なる傾向は、一般企業における懲戒解雇と退職金不支給
との関係にも当てはまりますが、懲戒解雇の有効性と退職金不支給の有効性に違いが生じる理由としては、退職金の
法的性格に遡ってその有効性が検討されることが理由として考えられます。
すなわち、退職金には①勤続褒賞としての性格だけではなく②賃金の後払いとしての性格や③退職後の生活保障と

しての性格がある以上、退職金を不支給にするためには、このような複合的な性格を全て否定する程度に、従業員等
の非違行為に極めて高い「背信性」が要求される傾向にあることが理由として考えられます。そのため、懲戒解雇が
有効と判断されたとしても、退職金の不支給については、別途、退職金の複合的な性格を全て否定するような「背信
性」があるか否かが判断され、その結果、無効と判断される可能性もあるため、注意が必要です。

本判決においても、免職処分の有効性判断においては、本件酒気帯び運転のような飲酒運転は、公務員に対する社
会的信用を失墜させる非違行為として、原則として免職との厳罰をもって臨むことには相応の根拠があるとする一方
で、退職金不支給処分の有効性判断においては、本件酒気帯び運転に伴う交通事故等は発生しておらず、交通法規違
反の事案としてはその悪質性がきわめて高いとまではいえず、退職金が有する複合的な性格を全て否定するような非
違行為とまではいえないとしています。このように退職金不支給については、その複合的な性格に遡って判断して


